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とも影響している。日本の時間当たり労働生産性は、OECD 加盟 35 ヵ国中 20 位であり、一人


















































次ベビーブーム期（1947 ～ 49年）の出生数は約270万人、第 2次ベビーブーム期（1971 ～ 74年）
は約210万人であり、丙午の年以外は増加していたが、1975年以降の出生数は減少し、1989年
の平成元年には1.57ショックといわれるまでに総計特殊出生率が下がった。2008年に 1億2,808













































































































































いる。労基法改正案41条の 2第 1項 2 号ロに示されている「労働契約により使用者から支払われると
見込まれる賃金の額を 1年間当たりの賃金の額に換算した額が基準年間平均給与額の 3倍の額を相当
程度上回る水準として厚生労働省令で定める額以上であること」とされている。














































































































































































　　調査期間：（第 1期）2017年10月～ 11月、（第 2期）2018年 1 月～ 2月




























　　調査期間：2018年 3 月～ 4月
　　調査対象：第 1期アンケートへの回答企業の150社
　　企業業種：卸売・小売業59社、製造業43社、サービス業 9社、金融・保険業 8社、情報・
通信業 7社、運輸業 6社、飲食業 5社、建設業 4社、不動産 2社、教育・学






































































 2 ）第 2回調査
① 育児・介護休業者に対する支援施策の利用
　図表 4に示した施策として設けた制度の利用状況に関する結果は図表 8のとおり、66社中「育
児休業延長制度」47社、「配偶者出産休暇制度」43社、「男性正社員の育児参加推進」30社の利
用が高いことが示される一方で、「男性正社員の育児参加推進」施策は13社において利用され
ていないことが示された。
　導入が困難であった施策は、「事業所内託児施設の設置」「保育所利用費補助」「ベビーシッター
費補助」「育児後短時間勤務せず職場復帰した場合の復帰手当等」「介護関連費用補助」「育休
後の短時間勤務を利用せず通常勤務した場合の復帰手当等」の順に挙げられ、「事業所内託児
図表 7  全労働者に対するWLB施策の効果
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施設の設置」「男性社員の育児参加推進」は、「男性従業員の理解不足」によるところが大きい
ことが示唆された。導入にあたり、直接費用が発生するものは導入が難しく、企業文化が課題
となっている企業も一定数以上存在することが明らかになった。
② 全労働者に対するWLB施策
　全労働者に対するWLB施策の利用については、図表 9に示したように図表 6に示した項目
のうち、「短時間勤務制度」「正社員登用制度」「退職者の再就職制度」「所定外労働を必要に応
じて制限する制度」「勤務地限定勤務の選択制度」などの施策の利用の多いことが示唆された。
このうち導入が進まない施策として「在宅勤務」「フレックスタイム制度」「サテライトオフィ
スの設置」「勤務地限定勤務の選択制度」「裁量労働制」のような勤務場所等に関わるもの、時
間管理が煩雑なものが挙げられ、その要因は企業文化や管理者層の意向であることが示された。
図表 8  育児・介護者に対する支援施策の利用
図表 9  全労働者のWLB施策の利用
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③ WLBを充実させるための施策
　WLBの支援策として柔軟な働き方として自社だけで活躍するのではなく、あるいは人材を
調達する際、副業・兼業の労働力を受け入れるかについて、企業の意向を図表10に示した。今
回の調査企業で雇用している従業員の副業・兼業について、「従業員の副業・兼業は認めない」
と回答したのは20社であり、「届けなどを出せば認めることにしている」16社、「今後、検討す
る予定である」16社、「方針はまだ決まっていない」は17社となっており、今後、従業員が副業・
兼業することを認める企業は少なくない。一方、「副業・兼業をする労働者を受け入れない」
企業は22社、「受け入れたい」6社、「受け入れることを、今後検討する」9社であり、「方針は
決まっていない」は31社であった。
 8 ．WLB実現のための施策について
　従来、育児中の女性労働者は強力な支援者がない限り、第一線で働き続けることは難しかっ
た。しかし、近年、改正育児・介護休業法23）において「短時間勤務」「在宅勤務」「フレック
スタイム制」「残業の免除」等を希望する労働者に適用することが明記され、WLBを実現する
ために、育児・介護に取り組んでいる労働者が望めば、いずれの企業においてもそれらの支援
をしなければならない。本調査において取り上げたWLBを支援する施策を活用することによ
り、時間を制限しながら継続して活躍できる職場は増えていると考えられる。
　そこで、育児・介護に関わるWLB施策として、法律で定められている基準を上回る支援の
実施について調査した。その結果、多くの企業で導入されている施策は、「育児休業延長制度」
「配偶者出産休暇制度」「男性社員の育児参加推進」等の育児時間や人手を確保するための制度
が求められ、これらは効果があり、利用されやすいことが示された。一方、導入しないものは
「育休後の通常勤務復帰手当等」「育児休業なく職場復帰手当等」「事務所内託児所施設の設置」
図表10 従業員の副業・兼業への対応
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23）2017年10月に育児・介護休業法が改正された。
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「保育所利用費用補助」等であり、費用がかかるものであった。
　全労働者に対する支援策として多く導入されているのは、「短時間勤務制度」「正社員登用制
度」であり、効果があると考えられている。柔軟な働き方として、正規雇用労働者の短時間勤
務のように労働時間を調整できることが効果的であると考えられている。しかし、短時間勤務
の女性労働者の業務を代わって遂行する男性労働者が残業になる場合もあるという24）。このよ
うな人手不足は、第一線で活躍できる職務遂行力のある短時間勤務者を補充したり、短時間勤
務者をシフト化して配置する多様就業型ワークシェアリングを導入することで対処することが
可能である。この短時間勤務を選択せざるを得ない女性労働者は配偶者の家事、育児・介護へ
のかかわり方、ひいては働き方を工夫することによって女性労働者の労働時間を確保すること
が可能25）になる。
　以上のことから、WLB施策を実施するにあたり、時間確保に対する支援については、①育児・
介護時間の支援として、「育児休業延長制度」「男性社員の育児参加推進」「配偶者出産休暇制度」
「失効年次有給休暇の育児・介護時利用制度」などがあり、②労働時間を調整する支援として、
「フレックスタイム制度」「在宅勤務制度」「短時間勤務制度」「半日単位または時間単位の有給
休暇制度」などの 2区分に分けられ、費用計上による支援では、③職場復帰手当支援として、「早
期職場復帰支援制度」「育児休業を利用せず、職場復帰手当」「育児休業後の短時間勤務を利用
せず、通常勤務復帰手当」などがあり、④育児・介護費用支援として「事業所内託児施設の設
置」「保育所利用費用補助」「ベビーシッター費用補助」「介護関連費用補助」などの 2区分に
分けられ、以上の 4区分からの支援施策がなされている。本調査結果にも示したように、
WLB実現のための支援施策として、先に挙げた①、②、③、④の順に企業は導入する傾向に
あることが示唆された。
　WLBの実現をめざすとは、「すべての労働者が、やりがいや充実感を感じながら働き、仕事
上の責任を果たす一方で、子育て・介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時
間を持てる健康で豊かな生活ができるよう、社会全体で仕事と生活の双方の調和の実現を希求
する」ということである。すべての労働者がやりがいや充実感を感じながら働くことをめざす
ことが求められながら、従来の性別役割分業が企業文化として根付いていることによりWLB
施策が浸透しにくい企業が存在することも明らかになった。また、性別役割分業が行なわれて
いる企業ほど、長時間労働である可能性が高いと考えられる。
 9 ．おわりに
　性別役割分業が一般的であった時代には「仕事が忙しすぎて家庭生活を顧みる暇がない男性
労働者」や「育児・介護のためキャリアを断念せざるを得なかった女性労働者」は問題として
認識されなかった。しかし、現在は、男女共に仕事と生活のバランスをとってイキイキと働き、
地域の良き住民としての役割も担わなければならないことから、すべての労働者がやりがいや
――――――――――――――――――
24）筆者が2018年 3 月地方銀行で行った聞き取り調査および本アンケート調査での回答等に示された。
25）「資生堂ショック」として話題となった資生堂がすでに実施済。
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充実感を感じながら働くことのできるWLB施策が導入され、労働者のライフステージに応じ
て多様な働き方ができる就業環境が少しずつ整備されつつある。多様な働き方は労働時間や場
所を労働者が選択して働けることが求められるが、現在において、これは女性労働者に限られ
ていることが調査から明らかになった。
　高齢になっても健康で自立した生活が送れることも視野に入れた「働き方改革」は、9分野
のテーマにある長時間労働を是正し、柔軟な働き方がしやすい環境整備を整え、育児・介護等
と仕事の両立を推進し、女性・若者が活躍しやすい環境整備を行い、ライフステージに合わせ
た多様な仕事を選択するための教育、就職支援も課題となっている。
　本来、WLBの支援対象者は育児・介護などのライフイベントに直面している労働者だけで
はなく、すべての労働者が対象であり、ライフステージに応じた柔軟な働き方が保障されなけ
ればならない。しかし、現時点においては、育児・介護中の労働者への措置が実施されるに止
まっている状態26）である。これは、第一線で活躍している中堅の労働者が育児・介護のため
に離職することを防止し、キャリアを継続させるための施策であるとともに、育児・介護はす
べての労働者が直面する可能性のあるライフイベントといえることから、多くの企業で、この
ライフステージにある労働者を対象としたWLB実現のための取り組みが先行して実施されて
いると考えられる。少子化が顕著であることから、子育てしやすい環境の整備が急務となって
おり、政府も企業へ、CSRの視点から施策の実施を強く要請している。そして、これまで女性
だけが対象となっていた育児休業が男性にも適用され、男性も育児に関与することを社会的に
奨める傾向にある。
　通常勤務労働者の長時間労働の是正として、残業を徹底的に削減する企業が増えている。全
労働者の残業の削減を行う一方、管理職や専門職にある労働者については、残業手当が生じな
い裁量労働を適用する。通常勤務労働者にはライフステージに応じた働き方を柔軟に選択でき
るまでに至るどころか、連続して有給休暇を取得することも難しい企業は少なくない。個人的
な理由による短時間勤務等の制度の利用は一般的に認められておらず、さらに高プロ制度を導
入して裁量労働とするなど労働時間の管理を合理化する施策が実施される方向にある。
　しかし、WLB憲章に示されているように、「誰もがやりがいや充実感を感じながら働き、仕
事上の責任を果たす一方で、子育て・介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の
時間を持てる健康で豊かな生活ができるよう、今こそ、社会全体で仕事と生活の双方の調和の
実現を希求していかなければならない」のである。自己啓発等のためにも時間を調整すること
ができる柔軟な働き方を企業は提供しなければならない時期にきている。特定の労働者が担当
している業務を誰かとシェアする場合、まずは職場内で補助することが前述のアンケートにも
示されていた。
　育児・介護中の労働者がいる職場で時間を調整する場合、出産・育児に直面している女性労
働者の配偶者が育児休業を取得するために時間を調整する場合や介護のために短時間勤務を行
――――――――――――――――――
26）2018年 3 月に行った聞き取り調査において、一般の労働者に短時間勤務等の制度の利用を認めている
企業は皆無であった。
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う労働者が時間を調整する場合など、継続している仕事の一部を誰かに任すことになる。アン
ケート調査への回答にもあったように、育児・介護休業や短時間勤務を利用している社員の代
替人員は「部署内の従業員で対応」する企業が最も多い。パートなどの人員を配置する場合は
代替雇用型のワークシェアリングといえる。
　さらに、今後、政府が推奨している在宅勤務を含むリモートワーク等を活用する業務が増え
ることにより、時間や場所に縛られない働き方が広がり、場所を問わず、他者と分業して遂行
する業務が増えることも予想される。今後の労働力人口減少に対応するため、一律でない仕事
の分かち合いである多様就業型ワークシェアリングや代替雇用型ワークシェアリングが行なわ
れることになる。それは日本型ワークシェアリングともいえよう。このように時間と場所の制
約を受けずに遂行できる様々な業務は多様な労働者と分業し、協働することになり、結果的に
仕事を分かち合うワークシェアリングが広がると考えられる。
　本研究における今後の課題は、労働者のWLBを実現している企業が、どのように残業を削
減し、どのように労働生産性を向上させたかについて検証するとともに、高プロ制度を含む裁
量労働における労働時間管理の実態を調査して労働時間の見える化を推進し、基幹業務を担う
男性労働者の柔軟な働き方がどのように実現していくのか実証的に検証することである。
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